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マレーシア企業との株式売買契約締結についてのお知らせ 
 

 

平成 26 年８月 29 日に当社とマレーシア法人である Texchem
テ ク ス ケ ム

 Resources
リ ソ ー セ ズ

 Berhad
バ ー ハ ッ ド

（以下、TRB）との

間で、同社グループと当社経営レベルでの人材交流およびノウハウ共有を進めることを主な目的として、

同社の子会社で同じくマレーシア法人である Sushi
ス シ

 Kin
キ ン

 Sdn. Bhd.（以下、SK）への資本参加を含む基

本合意を公表しておりますが、本日、SK の発行済株式総数の 28％に相当する株式を、マレーシアにて

新規設立した中間持株会社である Asia
ア ジ ア

 Yoshinoya
ヨ シ ノ ヤ

 International
イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル

 Sdn. Bhd.（以下、AYI）を通じて取得

する契約を締結いたしました。 
 

記 
 

1. TRB との株式売買契約の概要 
(1) 取得対象株式   ： Sushi King Sdn. Bhd.普通株式 
(2) 取得先    ： Texchem Resources Berhad 
(3) 取得株式数    ： 1,400,000 株（発行済み株式総数の 28％） 
(4) 取得価格    ： 102,200,000 マレーシア・リンギット（RM）（約 36.0 億円） 

※1RM＝35.25 円（11 月 25 日現在）で換算 
(5) 前提条件    ： Texchem Resources Berhad における臨時株主総会での承認決議 
(6) 取得時期    ： 2015 年３月～４月（未定） 
(7) その他    ： 当社グループの役職員２名が対象会社の取締役に就任する予定 

 
2. 対象会社及び契約相手先の概要 

(1) 対象会社である SK の概要は以下のとおりです。 
名称 Sushi Kin Sdn. Bhd. 
所在地 マレーシア 
代表者の役職・氏名 CEO 小西史彦 E

こ に し ふ み ひ こ

 
事業内容 回転寿司レストランチェーンの運営 
決算期 12 月 
払込資本金 ５百万 RM（約 1.8 億円） 



設立年 1995 年 
大株主及び持株比率 Texchem Resources Berhad: 98.35% 
当該会社の最近の経営成績 
決算期 2013 年 12 月期 
純資産 20.79 百万 RM（約 7.3 億円） 
当期純利益 19.52 百万 RM（約 6.9 億円） 
当社と当該会社との間の関係 当社との間に資本関係、人的関係、取引関係はありませ

ん。 
 

(2) 契約相手先である TRB の概要は以下のとおりです。 
名称 Texchem Resources Berhad 
所在地 マレーシア 
代表者の役職・氏名 Chairman AE小西史彦 E

こ に し ふ み ひ こ

 
事業内容 ポリマーエンジニアリング事業、化学品事業、食品事業

及び飲食店事業の企画・経営管理 
決算期 12 月 
払込資本金 124 百万 RM（約 43.7 億円） 
設立年 1973 年 
当該会社の最近の経営成績 
決算期 2013 年 12 月期 
売上高 953 百万 RM（約 336 億円） 
当社と当該会社との間の関係 当社との間に資本関係、人的関係、取引関係はありませ

ん。 
 

(3) 契約相手先である AYI の概要は以下のとおりです。 
名称 Asia Yoshinoya International Sdn.Bhd. 
所在地 マレーシア 
代表者の役職・氏名 

AE河村 E

かわむら

AAE泰 E

や す

AAE貴 E

た か

 
事業内容 グループ会社の管理、運営 
決算期 12 月 
払込資本金 ３百万 RM（約 1.1 億円） 
設立年 2014 年 
大株主及び持株比率 吉野家ホールディングス : 100% 
当社と当該会社との間の関係 当社の 100%子会社になります。 

 
3. スケジュール 
本件買収の完了までの今後のスケジュールの概要は次のとおりです。 
2014 年 11 月 26 日 TRB との間で株式売買契約を締結 
2015 年３～４月  売買実行のための前提条件成就の後、本件売買の実行（クロージング） 

 
 



4. 業績への影響 
 上記 1．(５)及び(６)に記載の通り、契約相手先の臨時株主総会での承認が本件取得の前提条件で

あり、取得時期が来年３月以降の見込みであるため、今期の当社連結業績への影響はございません。 
 なお、株式取得後、対象会社は当社の関連会社で持分法適用対象会社となる見込みです。 

 
 

以上 
  


